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膀ヒトと線虫におけるRNAiの分子機構の違いおよびその意義
　細胞内の、二本鎖RNAによる相同mRNAの破壊（RNA interference、RNAi）は、生
物学的に非常に興味深い現象であるだけでなく、応用面においても注目されている。ウイ
ルス遺伝子やがん遺伝子に対してRNAiを応用できれば、特効薬となる可能性がある。し
かし、導入された二本鎖RNAと一部分だけ一致する配列を持つmRNA（ファミリー遺伝
子）まで壊される２次的（transitive）RNAiという現象が線虫や植物には存在することが
確認されており、これが応用の障害になる可能性がある。今回２つの研究グループ（米国
ソーク生物学研究所とスタンフォード大学）がそれぞれ別の方法で、ヒトの細胞ではこの
機構がおそらく存在しないことを明らかにした。もしこの報告が本当ならば、ヒトでは線
虫と違いファミリー遺伝子の機能阻害が起きないということなので、ヒトでの治療へ一歩
近づいたと言える。
膂植物メタボロミクス研究を強力に推進する必要性
　―第２回植物メタボロミクス国際会議の報告―
　第２回植物メタボロミクス国際会議が 2003 年 4月 25日～ 28日にポツダム（ドイツ）
で開催された。特に今回、未知遺伝子や蛋白質の機能を決めると同時に生物をシステムと
して理解する方向が強く打ち出されてきた。また、代謝産物の全体を研究対象とするメタ
ボロミクス研究はそれぞれの植物の特徴的な代謝産物も扱い、直ちに実用植物の有用性に
直結するため応用面でのインパクトも大きい。欧米では米国NSFが出資しているシロイ
ヌナズナのゲノム遺伝子機能を2010年までに決める大型プロジェクトや、EUが進めてい
る同様のプロジェクトによって、メタボロミクス研究がポストゲノム研究として一般化し
つつある。我が国もポストゲノム科学研究に遅れをとらないために、植物メタボロミクス
研究を強力に推進する必要がある
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  6
膀韓国・台湾勢、VLSIシンポジウムにて発表数を急伸
　半導体に関する３大国際会議の一つであるVLSIシンポジウムが６月に開催された。こ
の中のLSIの製造技術やデバイスに関する分野で、韓国および台湾からの発表数が昨年比
で倍増している。特に韓国サムスン電子が機関別では最も多い 20件の発表を行った。内
容としては、DRAM 等のメモリの微細化記録を更新するものに加えて、絶縁膜中に電荷
を保持するタイプや結晶相とアモルファス相間の抵抗値の変化を利用した次世代の不揮発
性メモリに関する報告となっている。サムスン電子は新規構造を含め、あらゆるタイプの
メモリで高い技術力を示す発表を行なっており、今後メモリの性能が大きく影響してくる 
SoC（System on Chip）の分野においても脅威となる可能性が高い。
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膀電子ビームを用いた排煙中のダイオキシン類分解技術が開発される
　日本原子力研究所の研究グループは、ゴミ焼却炉から出る排煙を電子ビームで処理する
ことで、排煙中に存在するダイオキシン類（PCDD/Fs）を 90％以上の効率で分解・低毒
性化できる技術を開発した。本技術は分解処理時の温度制御が不要であり、従来方式で必
要な 2次的な低毒性化処理や、既存炉の改修なしに付設が可能であるといった特長を有し
ている。また、設備の建設コストが大幅に削減出来ることから、既存のバグフィルター処
理法との比較で年平均コストが約７％削減されると試算している。
　ダイオキシン類対策特別措置法の下、ダイオキシン類の確実な処理が求められる中、今
後、装置全体を可搬型とすることで、焼却場の解体現場や汚染土壌処理などへの利用展開
が考えられる。今後、電子ビームシステムの低コスト化を目指した研究の推進や、システ
ムのスケールアップによる実運用レベルでのフィールド試験、また、さらなる長期耐久性
試験等を通じて、早期に実用化していくことが期待される。
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膀自己再生機能を持つ自動車排ガス浄化触媒により
　貴金属使用量を大幅に削減
　このほどダイハツ工業㈱と㈱キャタラーは、パラジウムの使用量を従来の 70～ 90％も
削減できる自己再生機能を持つ自動車排ガス浄化触媒を開発し、これを軽自動車に搭載し
商品化した。自動車排ガス浄化触媒は一般に、セラミック材料に貴金属粒子が分散した触
媒が用いられているが、使用時間とともに触媒性能が劣化してしまうため、高価な貴金属
を大量に用いる必要があった。今回の研究には、東京理科大、日本原子力研究所放射光研
究センター、㈱豊田中央研究所も協力しており、昨年Nature 誌（vol.418，p.164（2002））
に掲載されたメカニズム解析の研究成果では、担持させているペロブスカイト酸化物の結
晶格子にパラジウムが出入りすることで、パラジウム粒子の粒成長が抑制されるという自
己再生機能が判明している。この技術は軽自動車のみならず、他のガソリン自動車にも適
用可能であり、高価な貴金属使用量を大幅に削減することは今後の貴金属価格の安定化に
もつながると期待されている。
エネルギー分野̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀砂漠大規模太陽光発電の実現可能性に関する報告
　―将来のエネルギー源としての可能性が示される―
　2003 年 5月に大阪で開催された IEA国際シンポジウム「砂漠からのエネルギー」にお
いて、砂漠を利用した大規模太陽光発電システム（VLS‐PVシステム）の有望性が報告
された。広大かつ日照条件に恵まれた砂漠に 10万 kW級のVLS‐PVシステムを導入し
た場合の発電コストは、太陽電池モジュール価格が現状の半分程度まで低下した場合、0.1
米ドル /kWh以下が可能と試算され、経済的に競合可能な水準に達することが示された。
また、中国ゴビ砂漠でのライフサイクルにおけるCO2 排出量分析では、VLS‐PVシステ
ムのCO2 排出原単位が、中国の石炭火力発電所のわずか 25分の 1であり、CO2 排出削減
に貢献可能であることが報告された。本シンポジウムは、砂漠におけるVLS‐PVシステ
ムの可能性を、技術面・環境面・社会経済面などの多角的な視点から評価し、有望なエネ
ルギー供給オプションとして明確に位置付けたものであり、その意義は大きい。
今月の概要
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人間中心の
ユビキタス・コンピューティングへ向けて
―パラダイム変化を国際技術競争力向上のチャンスに―　
̶̶ 10
　最近では、ブロードバンド、モバイルが進展して「いつでも、どこでも」通信ができ
るようになり、ユビキタス情報社会がすぐ到来するように思われている。しかし、単に
いたるところにネットワークを構築し、いたるところにコンピュータを置いても、それ
だけでは、本当に利用者にとって欲しい情報が欲しい時に簡便に入手できるようにはな
らない。ネットワークとコンピュータを旨く利用する技術と仕組みが必要で、「いつでも、
どこでも、私のために、状況に合わせて」情報サービスを提供するユビキタス・コンピ
ューティングと呼ばれる技術が望まれている。
　情報通信技術（IT）は、高性能化、高速化の高度成長路線に陰りが見え、転換期を迎
えている。これからさらに ITがユーザーに浸透していくためには、ITが「使える技術
から使いやすい技術」へ、「コンピュータ・ネットワーク中心から人間中心」へ転換し
ていくことが必要である。その実現を目指す代表的な技術がユビキタス・コンピューテ
ィングである。
　ユビキタス・コンピューティングの実現に必要な技術には、超小型コンピュータ、セ
ンサーネットワーク、位置特定技術、状況認識技術、ユビキタス・システム構築技術、
セキュリティ・プライバシー保護技術などがあり、従来のコンピュータやネットワーク
の高度化の延長線上にない技術がたくさん含まれている。インターネット技術やソフト
ウェア技術では米国が圧倒的な強さと先進性を持っているが、ユビキタス・コンピュー
ティングの分野ではモバイル、情報家電等の技術を持つ日本がリードするチャンスが出
てきている。
　従来、IT分野における国の研究投資は、ネットワークの整備などハードウェアが中
心であったが、ユビキタス・コンピューティングの研究ではソフトウェア、アプリケー
ション研究が重要であり、国の研究投資はもっとソフトウェア、アプリケーションに重
心を移すべきであろう。
　IT分野の技術革新はめまぐるしく早い。基礎研究を実証・応用研究へつなげ、そこ
で判明した課題を次の基礎研究テーマとして行くという、スパイラル型の研究開発を短
いサイクルで推進することが求められている。近年は、IT不況により産業界の研究体
力が低下しており、一方で、主に大学は実世界から遠く離れたところで基礎研究をして
いる。産学連携が叫ばれてきているが、この分野の学会における共同研究発表件数で見
る限り、未だその効果は顕著に現れてきていない。特に IT分野ではもっと「将来応用
への展開につながっていく基礎研究」に投資をシフトさせ産学のギャップを埋める努力
が必要であろう。
　産学が共同でスパイラル型の研究開発を推進・加速することによって、ユビキタス・
コンピューティング技術開発の先頭を走れるようにしたい。
特集̶１
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膀超臨界流体技術の実用化が中国、韓国で活発化している
　2003 年 4月に開催された国際シンポジウムにおいて、これまで公表されることが少な
かった中国と韓国における超臨界流体技術開発の現状が明らかにされた。中国では生薬の
抽出を中心に 30以上のプラントが建設されており、また、韓国では２基の廃水処理プラ
ントが実用化している。超臨界流体の研究開発は、これまでは日米欧が中心であったが、
これからは中国、韓国の動向にも注目していく必要がある。
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材料の国際標準化からみた
国際戦略の現況と課題  ̶̶ 19
　材料は使われてこそ「材料」と言われるが、先進材料が市場に受け入れられるためには
設計基準との関わりが重要である。今後、日本経済の活性化を図るためには、科学技術を
産業・経済活動に有効に反映させ、特に材料分野においては知的基盤の整備と国際競争力
の改善が急務である。この知的基盤の重要な要素として「標準」がある。国際標準に関し
ては、欧州はかねてより取り組み、ＥＵ統合を機にその勢力を強めてきた。また米国も近
年国際標準の重要性を再認識し、積極的な姿勢を示している。相対的に日本のポジション
が低下している。このため日本発の優秀な技術であっても、国際市場においては他国の技
術に標準を取られているケースも多い。
　1995年のWTO／TBT協定（貿易の技術的障害に関する協定）の発効以降、「国際標準」
の市場への影響力は以前とは格段に異なり、「国際規格」に合わないものは輸出ができな
くなってきている。さらに「標準」の制定には、成立までの時間がかかるだけでなく、重
要案件の際の発言権を増すための長期的な取り組みが必要なため、個別的、短期的な対応
のみでは十分な成果が期待できない。「標準」は与えられるものではなく、十分なリター
ンのある『投資』であると見なすような産・学・官あげての all Japanの意識改革が必要
である。国際標準活動での発言権を増すためには、発言の裏づけになる十分なデータを有
することが肝心であり、先進材料のように研究的な要素が多い分野は、日本が十分に対応
できる領域である。しかし日本の国際標準化活動は社会的評価が得られないことからも低
下する傾向にある。
　この状況を打開し、先進国間のみならずアジアにおいても後れを取らないようにするた
め、企業や国立の研究所の標準化活動を活発化させる方策が必要である。独立行政法人等
の研究機関の中期計画へ国際標準に関わる活動を業務の一部として位置付けること、提案・
制定した国際標準への寄与度またはその影響度を評価する指針等を定める標準化活動の基
盤を整備すること、さらに国際標準に関わる状況について関連省庁と産業界、学会等が連
携した国内対応委員会を組織することの３点をその対策として提案する。
特集̶ 2
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子の機能阻害が起きないというこ
となので、ヒトでの治療へ一歩近
づいたと言える。
膂 植物メタボロミクス研究
を強力に推進する必要性
　 ―第２回植物メタボロミクス
国際会議の報告―
　第二回植物メタボロミクス①国
際会議が 2003 年 4月 25 日～ 28
日にポツダム（ドイツ）で開催
された。この植物ポストゲノム科
学の会議は毎年開催され、今回は
約 200名が参加し非常に盛況で昨
年の第一回会議から多くの進展が
見られた。会議では、メタボロー
ム解析のための方法論（質量分析
やNMR）、時間的・空間的分離に
ついて（細胞、オルガネラやタイ
ムコース）、代謝ネットワークの
発見（コンピューテーションも含
む）、ゲノム機能学、代謝経路（生
化学的な応用）に関するシンポジ
ち、最初に入った二本鎖RNAの
一部分と一致する配列を持つが、
他の部分では異なるmRNA（すな
わちファミリー遺伝子）のmRNA
まで結果として壊してしまう。こ
の現象を transitive RNAi と呼び、
線虫や植物には存在することが確
認されている。これまで、この現
象が哺乳動物でも存在するかどう
かははっきりとはわかっていなか
った。
　今回二つの研究グループ（米国
ソーク生物学研究所のDillin と、
米国スタンフォード大学のChi ら
のグループ）がそれぞれ全く異な
るアプローチによって、ヒトの細
胞ではこの機構がおそらく存在し
ないことを明らかにした（Proc 
Natl Acad Sci U S A. 2003 May 
27;100 眥：6289‐91.、Proc Natl 
Acad Sci U S A. 2003 May 27;100
眥：6343‐6.）。
　もしこの報告が本当ならば、ヒ
トでは線虫と違いファミリー遺伝
膀 ヒトと線虫における
RNAi の分子機構の違
いおよびその意義
　細胞内における、二本鎖RNA
による相同mRNAの破壊（RNA 
interference、RNAi）は、生物学
的に非常に興味深い現象であるだ
けでなく、応用面においても注目
されている。ウイルス遺伝子やが
ん遺伝子に対してRNAi を応用で
きれば、特効薬となる可能性があ
る。しかし、人体に用いる前には
この現象に対する理解をもっと深
める必要がある。
　特に問題となるのが、2次的
な（transitive）RNAi と呼ばれる
現象である。細胞内に入った二
本鎖RNAはDicer と呼ばれる蛋
白質によって短く切断され、これ
が RISC（RNA-induced silencing 
complex、RNA 誘 導 サ イ レ ン
シング複合体）というものを作
る。RISC複合体は、短く切断さ
れたRNA配列と完全に一致する
mRNAに結合し、これを分解する。
一方、この短く切断されたRNA
は RNA依存性 RNAポリメラー
ゼ（RdRP）による新たな RNA
鎖の合成を助け（プライムし）、
それによって新たな二本鎖RNA
が作られる。この二本鎖RNAは
またDicer の基質となる。すなわ
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　以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の
投稿（７月号は 2003年６月７日より 2003年７月４日まで）
を中心に「科学技術トピックス」としてまとめたものです。
センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必要
な情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者
の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま掲載す
る場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。
ライフサイエンス分野
①メタボロミクス
　細胞や組織における代謝産物の全体をメタボロームと呼び、これを網羅的に
解析する研究。
②トランスクリプトミクス
　細胞や組織で発現するmRNAの全体をトランスクリプトームと呼び、これ
を網羅的に解析する研究。
③プロテオミクス
　細胞や組織で発現するタンパク質の全体をプロテオームと呼び、これを網羅
的に解析する研究。
用語説明
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膀 韓国・台湾勢、VLSI
シンポジウムにて発表
数を急伸
　IEDM（電子デバイスに関する
国際会議）、ISSCC（固体回路に関
する国際会議）と並んで半導体関
連の３大国際学会に数えられる
VLSIシンポジウムが、今年は京都
にて６月10日から 14日まで開催
された。採択率が４割程度の厳選
された論文のみが発表されるこれ
らの学会動向は、今後のLSI技術
の方向性を占う上で重要である。
　VLSI シ ン ポ ジ ウ ム は、LSI
製造技術やデバイスに関する 
Technology と回路技術に関する 
Circuits と大きく２つの分野に分
けられている。今回Technology 
の分野では韓国および台湾から
の発表数が昨年比で倍増し、両
者合わせて 32件となった。これ
は、招待講演を除く全体採択 84
件の４割近くも占める値であり、
今回初めて、この分野での日本
全体の発表数 27件を抜く事にな
る。特に韓国サムスン電子からの
発表が、20件と機関別では最も
多い。サムスン電子の発表内容と
しては、ハイライト・セッションの
トランジスタの形成方法を工夫して
微細化したDRAM技術を皮切りに、
技術的にサイズの縮小が難しかっ
たNOR型フラッシュメモリ（注１）を
90nmプロセスを用いて、セル面
積0.081μm2を実現した事である。
これらはともにそれぞれの最小記
録を更新するものである。また、
次世代不揮発性メモリの候補でロ
ジック・トランジスタとの混載が
容易な絶縁膜中に電荷を保持する
タイプのメモリや低コスト化が見
込める結晶相とアモルファス相間
の抵抗値の変化を利用したメモリ
等あらゆるタイプのメモリで高い
技術力を示した事も注目される。
（注１）一括書き換えが可能な不
揮発性メモリ。NOR 型はメモリ
セルの配列方法の１つを指す。
　半導体に関する国際技術ロード
マップでは、SoC（注２）における混
載メモリの面積は現時点で既にロ
ジック部分の面積を越え、今後も
増大し続けると予測されている。
製造工程が同じなら、LSI の価格
はシリコンの消費量すなわちLSI 
の面積に比例する事になる。また、
製造技術が同じなら、基本的には
LSI の面積はその中に含むトラン
ジスタの数に比例する事になり、
消費電力や歩留まりも結果的に面
積に依存する事になる。つまりメ
モリ技術がやがてSoCの性能、品
質、価格に大きく影響していくも
のと考えられる。一方で、DRAM 
に代表される様にこれまでMPU
の汎用品として多く使われて来た
メモリが、今後は使用される製品
と共に機能や用途も多様化してく
るであろう。次世代の技術を含め
た全てのメモリの中核技術でリー
ドするサムスン電子がSoCの分野
でも脅威となる可能性が高い。
（注２）System on Chip の略。機
能が異なる複数のLSI を同一プ
ロセスで作製し、１チップの中
に収めたもの。
ウムと、質量分析とそのデータベ
ース、遺伝子組み換え植物の実質
的同等性についてのワークショッ
プが開催された。
　現在、世界的にみても植物メ
タボロミクスを本格的に研究して
いるグループはまだ限られている
が、欧米の公的研究所、これらの
研究所や大学発のベンチャー企業
などが強力に参入してきている。
特に今回、網羅的なメタボロミク
スをトランスクリプトミクス②や
プロテオミクス③と統合し、未知
遺伝子や蛋白質の機能を決める
と同時に生物をシステムとして理
解する方向が強く打ち出されてき
た。また、メタボロミクス研究は
それぞれの植物の特徴的な代謝産
物も扱い、直ちに実用植物の有用
性に直結するため応用面でのイン
パクトも大きい。
　欧米では米国NSFが出資して
いるシロイヌナズナのゲノム遺
伝子機能を 2010年までに決める
大型プロジェクトや、EUが進め
ている同様のプロジェクトによっ
て、メタボロミクス研究がポスト
ゲノム研究として一般化しつつあ
る。我が国もポストゲノム科学研
究に遅れをとらないために、植物
メタボロミクス研究を強力に推進
する必要がある。現在のところ
我が国のメタボロミクス研究者は
個々のプロジェクトの中で良く健
闘しており、今回の会議でも筆者
を含め４名がシンポジウム・ワー
クショップスピーカーとして指名
された。しかし、我が国でもNSF
の 2010 年プロジェクトのような
国策的プログラムを組まなけれ
ば、またしても欧米にメタボロミ
クス研究でも先行されることを憂
慮する。
　来年の第３回会議は米国アイ
オワで開催される予定である。
今回の会議要旨も含め、植物メ
タボロミクス国際プラットフォ
ームの活動はインターネット
（www.metabolomics.nl）で見るこ
とが出来る。
（千葉大学大学院薬学研究院　
斉藤 和季氏）
情報通信分野
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環境分野
膀 電子ビームを用いた排
煙中のダイオキシン類
分解技術が開発される
　日本原子力研究所の環境保全プ
ロセス研究グループは、ゴミ焼却
炉から出る排煙を電子ビームで処
理することで、排煙中に存在する
ダイオキシン類（PCDD/Fs）を
効率良く低減・低毒性化できる分
解処理技術を開発したと発表した
（Environ. Sci. Technol., published 
online June 10）。この技術は、加
速器によって発生した電子ビーム
を直接排ガスに照射させることに
より、ダイオキシン類を処理でき
るというものである。本システム
は、実際のゴミ処理場の排煙の一
部を利用して、実際のスケールの
1/40（流量 1,000m3/h）で行われ、
ダイオキシン類対策特別措置法に
おける基準値（0.1ng/m3 以下）を
満たす処理能力を示す結果が得ら
れた。また、電子ビーム発生器に
放射線漏洩防止対策を講じている
ことから、システム稼働中におけ
る近傍での作業も可能である。
　排煙中に存在するダイオキシン
は、現在バグフィルターを用いた
活性炭による吸着除去や、触媒に
よる分解除去などが行われている
が、従来方式では、吸着後に低毒
性化処理が必要となるなどの課題
がある。一方、今回開発された技
術は、分解処理時の温度制御が不
要であり、また後処理が不要であ
ること、既存炉の改修なしに付設
が可能であることから、焼却炉の
交換費用と比較して、建設コスト
の大幅な削減が期待できる。なお、
既存のバグフィルター処理法との
比較では、メンテナンス費用等を
含めた年平均コストが約７％削減
（減価償却期間 15年）されると試
算している。また、電子ビームに
必要な加速器が年々低価格化して
いることや、ゴミ発電によって生
産された電気を利用することによ
って、電子ビームシステムの運転
コストが安価になることで、既存
のバグフィルター処理法と比較し
て、将来的にこの年平均コストは
約半分になるとしている。
　ダイオキシン類対策特別措置法
の下、ダイオキシン類の確実な処
理が求められる中、今後、装置全
体を可搬型とすることで、焼却場
の解体現場や汚染土壌処理などへ
の利用展開が考えられる。今回開
発された処理技術については、電
子ビームシステムの低コスト化を
目指した研究の推進や、システム
のスケールアップによる実運用レ
ベルでのフィールド試験、また、
さらなる長期耐久性試験等を通じ
て、早期に実用化していくことが
期待される。
ナノテク・材料分野
膀 自己再生機能を持つ自
動車排ガス浄化触媒に
より貴金属使用量を大
幅に削減
　自動車の排ガスに含まれる窒素
酸化物等を低減させる自動車排ガ
ス浄化触媒は 1970 年代から改良
されてきたが、1990年代からの全
世界的な自動車排ガス規制強化に
より、材料も含めて触媒性能の見
直しが求められている。一般にセ
ラミック材料に貴金属粒子が分散
した触媒が用いられているが、使
用時間とともに触媒性能が劣化し
てしまうため、高価な貴金属を大
量に用いる必要があった。このほ
どダイハツ工業譁と譁キャタラー
は、貴金属として用いられている
パラジウムの使用量を従来の 70
～ 90％も削減できる自己再生機
能を持つ触媒を開発し、これを軽
自動車に搭載し商品化した。この
技術は、2003年３月に譖自動車技
術会の技術開発賞、４月には文部
科学大臣表彰の研究功績賞を受賞
した。また、この研究には、東京
理科大、日本原子力研究所放射光
研究センター、譁豊田中央研究所
も協力しており、昨年Nature 誌
（vol.418，p.164（2002））に掲載さ
れた自己再生機能のメカニズム解
析の研究成果も、貴金属削減効果
への期待により世界的に注目され
た。
　従来の自動車排ガス浄化触媒
は、アルミナなどのセラミック材
料にナノメーターサイズの貴金属
粒子を分散させて用いている。高
温の排気ガスに晒されると、貴金
属粒子はセラミック表面を移動し
て大きく粒成長してしまうため、
表面積が減少し触媒性能が劣化す
る原因となっていた。上記の共同
研究グループは、自動車用触媒と
してはあまり注目されていなかっ
たペロブスカイト型結晶の酸化物
とパラジウムの複合体を合成し、
これを用いると劣化が抑制できる
ことを 1990 年代に見出していた
が、パラジウム粒子が粒成長しな
い理由を証明できていなかった。
放射光研究センターSPring‐8の
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放射光Ｘ線解析装置を用いてこの
複合体を調べたところ、使用中に
起こる酸化および還元雰囲気の繰
り返しの際に、パラジウム原子が
担持させているペロブスカイト型
結晶の格子の中心に入ったり出た
りすることによって、結果的にパ
ラジウム粒子径の増大が抑制され
る、という自己再生機能を持って
いることが判明した。ダイハツ工
業譁で行なわれた自動車走行距離
８万km相当の耐久試験では、従
来の触媒では約 10％の排ガス浄
化率低下が見られたが、自己再生
機能を持つ新触媒では１％未満の
低下であることが確認され、2002
年 10 月発売の軽自動車に搭載さ
れた。この触媒を世界中のガソリ
ン自動車に採用すれば年間 100ton
以上の貴金属を節約可能と見積も
られており、今後の貴金属価格安
定化にも寄与すると期待される。
エネルギー分野
膀 砂漠大規模太陽光発電
の実現可能性に関する
報告　―将来のエネルギ
ー源としての可能性が示
される―
　2003 年５月 12 日～ 20 日の間、
太陽光発電システム（PVシステ
ム）に関する世界最大のイベント
「ワールドPVエポック・イン・大阪」
が大阪国際会議場で開催された。
このイベントでは、先端技術をめ
ぐる学術会議（第 3回太陽光発電
世界会議）、PVシステム世界展示
会、および IEA（国際エネルギー
機関）普及拡大会議を中心に大小
合わせて 15の関連行事が開催さ
れた。
　5月 18日には、砂漠を利用した
大規模太陽光発電システム（VLS
‐PVシステム）の実現可能性に
関する国際シンポジウム「砂漠か
らのエネルギー」が開催された。
この調査研究は、NEDO（新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構）
が参画する IEA/PVPS（PVシス
テム研究協力実施協定）の下で、
化石燃料枯渇や地球温暖化問題と
いった今世紀の重要な問題を解決
する有望技術であるPVシステム
を、地球規模で利用することの将
来的可能性を、技術面や環境面、
あるいは社会・経済面などの観点
から分析・調査することを目的と
している。
　この調査研究では、広大かつ日
照条件に恵まれた砂漠地域がPV
システムの大規模導入に有望であ
ることが試算されている。例えば、
日本に最も近いゴビ砂漠のおよそ
半分にPVシステムを導入すれば、
最近の世界の一次エネルギー消費
量と同程度のエネルギー供給が可
能であることが示されている。
　経済面については、世界の主要
な砂漠に、10 万 kW級の VLS‐
PVシステムを導入することを想
定した詳細設計にもとづく発電コ
ストが試算されている。太陽電池
モジュール価格が 2米ドル /W程
度（現状価格の半分程度）以下に
なれば、VLS‐PVシステムの発
電コストが競合可能な経済性水準
（0.1 米ドル /kWh以下）になるこ
とが報告されたほか、ゴビ砂漠の
ケースでは、経済性評価のほかに
ライフサイクル評価（LCA）が行
われた。それによれば、PVシス
テムのライフサイクル（部品の製
造から輸送、建設、運用・保守）
に要するエネルギーを発電電力
で回収するまでに要する年数（エ
ネルギー・ペイバック・タイム）
は、約2年程度と非常に短く、現
実的なエネルギー供給技術である
ことが報告されている。一方、ラ
イフサイクルにおけるCO2 排出
原単位は、中国の石炭火力発電
所におけるCO2 排出原単位（約
300g-C/kWh）のわずか25分の１
であり、世界第２位のCO2 排出国
である中国へのVLS-PVシステム
導入が、CO2 排出削減に大きな効
果があると報告されている。
　本調査研究は 2005 年までの継
続が IEAで承認されており、貎
産業技術総合研究所、東京農工
大学および㈱富士総合研究所から
なる日本の研究チームの主導のも
と、砂漠緑化や農業開発との多目
的利用の可能性も含めた具体的プ
ロジェクト提案のための第 2期調
査活動が進められる予定である。
独
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膀 超臨界流体技術の実用
化が中国、韓国で活発
化している
　超臨界流体①は抽出、反応など
の製造プロセスにおける環境調
和型溶媒や有害物質・廃棄物の処
理などへの応用検討が数多くなさ
れ、コーヒーからの脱カフェイン
のような実用化例もいくつか出て
いる。2003 年 4月に開催された
第6回超臨界流体国際シンポジウ
ムにおいて、これまで公表される
ことが少なかった中国と韓国にお
ける超臨界流体技術開発の現状が
明らかにされた。
　中国では、約 100箇所の研究施
設で、天然物抽出をはじめ反応
や材料製造に至るまで広範囲な領
域が研究されている。最近数年間
で、100L 以上の抽出槽を有する
30 以上のプラントが建設されて
おり、対象は主に生薬の抽出との
事である。一方、韓国ではKIST
（Korean Institute of Technology）
を中心に国費で広範な研究開発が
なされてきており、近年は、産官
学のパートナーシップのもとに実
用化に向けた開発が進んでいる。
特に、超臨界水による有害物質の
加水分解と酸化剤による酸化を同
時に行う超臨界水酸化の技術にお
い て は、Hanwha Chemical が 2
基（2t/hr，35t/hr）の廃水処理プ
ラントを実用化しているとの事で
ある。
　超臨界流体の研究開発は、これ
までは日米欧が中心であったが、
これからは中国、韓国の動向にも
注目していく必要がある。
製造分野
用語説明
①超臨界流体
　気体と液体が共存できる限界の
温度・圧力（臨界点）を超えた条
件では気体と液体の区別がなくな
るがこれを超臨界流体と呼ぶ。超
臨界流体は、気体に比べて密度が
高い割に粘度が低い、拡散係数が
液体の数百倍大きいなどの特徴を
有する。
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特集膀
人間中心の
ユビキタス・コンピューティングへ向けて
―パラダイム変化を国際技術競争力向上のチャンスに―
情報通信ユニット　亘理　誠夫
グでは、多くのセンサーやプロセ
ッサを身の回りに置き、センサー
情報や位置情報を用いて人の行動
を感知し、その活動の手助けをす
る。将来実現される世界では、例
えば、個人の嗜好が推測され見た
いTV番組をどこでも見ることが
できたり、オフィスや自宅や外出
先どこからでもその端末が自分の
ＰＣのように利用でき忘れていた
ことを教えて貰ったり、交通機関
に自然にその機能を使用すること
ができる世界」を目指した。ノー
トＰＣを持ち歩き、無線LANで
情報にアクセスするだけではユビ
キタス・コンピューティングとは
言えない。コンピュータに人が使
われているのではなく、人が自然
にコンピュータを使える人間中心
のコンピュータシステムの研究が
提唱された。
ユビキタス・コンピューティン
要である。
ＰＣの普及は一巡し、成長路線
は曲がり角に来ている。また、ネ
ットワークの高速大容量化が進展
してきたが、通信需要は予想した
より伸びていない。情報通信技術
（IT）は、転換期を迎えている。機
器は身の回りに置かれるようにな
ったが、ユーザーに浸透して本当
に役立つ技術になっていない。IT
が「使える技術から使いやすい技
術」へ、「コンピュータ・ネット
ワーク中心から人間中心」へ転換
していくことが必要であり、それ
が始まろうとしている。その実現
を目指す代表的な技術がユビキタ
ス・コンピューティングである。
ユビキタス・コンピューティン
グとは、身の回りいたるところに
あるコンピュータとネットワーク
によって「いつでも、どこでも、
私のために、状況に合わせて」情
報サービスを提供しようとする技
術である。本報告では、このユビ
キタス・コンピューティング技術
の現状と課題を説明する。ユビキ
タス・コンピューティング技術に
は、モバイル、情報家電など日本
にとってポテンシャルの高い技術
が含まれており、さらに、欧米が
強いインターネットやコンピュー
タの高性能化技術の延長線上には
ない技術が必要であることから、
日本にとって国際技術競争力を高
めることのできるよいチャンスで
ある。このチャンスを現実の競争
力にするためには、基礎研究を実
証・応用研究へつなげ、そこで判
明した課題を次の基礎研究テーマ
として行くという、スパイラル型
の研究開発をスピーディに進める
ことが求められている。その課題
を述べる。
「ユビキタス・コンピューティ
ング」という言葉は、1991年にゼ
ロックスパロアルト研究所の
Mark Weiserが初めて提唱した１）。
彼が意図したことは「コンピュー
タがいたるところにある」という
表面的なコンピューティングシス
テムを目指したのではない。「オ
フィスや家庭の様々な道具や場所
にコンピュータ能力が埋め込ま
れ、人がコンピュータと意識せず
最近「ユビキタス」という言葉
を多く見かけるようになった。ユ
ビキタスとは、ラテン語で「遍在
する」を意味しており、どこでも
コンピュータや端末がネットワー
クにつながることで、ユビキタス
情報社会が実現し、便利で豊かな
社会が来ると言われている。コン
ピュータは、大型から小型へさら
にはＰＣへと発展し今や一人で複
数台のコンピュータを使用するこ
ともめずらしくはない。ネットワ
ークも、モバイル、ブロードバン
ドが進展し、どこでも通信できる
環境が整いつつある。しかし、単
にいたるところにネットワークを
構築し、いたるところにコンピュ
ータを置いても、それだけでは、
本当に利用者にとって欲しい情報
が欲しい時に簡便に入手できな
い。コンピュータとネットワーク
を旨く利用する技術と仕組みが必
1．はじめに
2．ユビキタス・コンピューティングの狙い
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や公共設備で高齢者・障害者を含
む誰にでも優しく利用できる支援
を提供することが実現される。こ
のように、ユビキタス・コンピュ
ーティング技術の目標は、「どこ
でも、いつでも、私のためにその
状況に合ったサービス」を提供す
ることにある。情報通信技術は目
覚ましく進展してきたが、これか
らは技術が前面に出るのではな
く、利用者が心地よく使える技術、
裏からしっかり支える技術となっ
ていく転換期にあろう。
図表１に示すように、以前から
このような人間活動を支援する研
究として、オフィスオートメーシ
ョン、ホームオートメーション、
ユーザーインターフェースなどの
研究が進められていた。しかし、
当時は、コンピュータは大きく、
ネットワークは配線だらけでシス
テムが巨大となり現実的なシステ
ムは構築できなかった。最近、コ
ンピュータやネットワーク機器の
小型化により手軽に使えるように
なり、これらの技術の進歩を踏ま
えて再度理想的な人間活動支援シ
ステムを目指す研究としてユビキ
タス・コンピューティングの研究
が注目されるようになってきた。
特に、1998年頃米国の学会にて、
次世代インターネットや次世代モ
バイル研究の流れの中から、ユビ
キタス・コンピューティングに相
当する研究の提唱がチャレンジペ
ーパー２）として出され、米国国防
高等研究計画局（DARPA）の支
援を受け1999年ごろから多くの
研究が開始された。
以上述べた人間中心コンピュー
ティングの概念を日本ではユビキ
タス・コンピューティングと呼ん
でいるが、欧米では、コンピュー
タが裏方で見えないという観点か
らPervasive Computing（浸透す
るコンピュータ）や、Invisible
Computing（見えないコンピュー
タ）と呼んだり、利用者の能力を
補強するという観点からProac-
tive Computing（自律的なコンピ
ュータ）や、Sentient Computing
（敏感なコンピュータ）とも呼ん
でいる。
図表1 ユビキタスコンピューティング研究プロジェクトの例
プロジェクト 研究機関 時期 研究内容
TRON電脳住宅 坂村・電脳住宅研究会 1988～1990
ホームオートメーションの実験。空調、警報、照明、ＡＶ
機器の各システムが連動して協調動作する
個人位置認識
沖電気、竹中工務店 1988
インテリジェントビル研究の一環として行われたが商品化
カードシステム に至らず
Easy Living Microsoft 1999～ 人の動きをトレース、部屋の機器の制御と管理
Aware Home
GIT
1999
生活行動のログを取り、活発度を表示（高齢者行動支援）
（Georgia Institute of Technology）
Oxygen
MITコンピュータ
1999～
携帯デバイス（Handy21）、Invisible Computer（Emviro21）、
サイエンス研究所 環境変化に適応するネットワーク（Network21）を構築
Univ. of California Berkeley、
MEMS技術にて5mm角（30¢）にコンピュータ、センサー、
Smart Dust 1999～ 通信機能を内蔵したセンサーを試作
インテル
マルチホップ通信を使用して、センサー800個のデモ
Smart Space実証実験システムの構築
Smart Space 慶応義塾大学 1999～ 位置・状況検出、サービスローミング、個人メッセージ
ボード、自動図書入出管理などを試作
150m2の実証実験システムを構築
STONE ROOM 東京大学 1999～
位置情報センサー（Dolphin）、レーザーポインターを持つ
携帯端末(Smart Tact)、10cm立方体の通信実験デバイス
（U-cube）を試作
CoBIT 産業技術総合研究所 2001～
太陽電池、イヤホーン、反射シートを持つ無電源小型端末
（CoBIT）の試作
Smart-its Tag Univ. of Karlsrule 2001～
日常物にセンサーを付け、状況認識を行う
２つの距離が3m以上離れると警告音を発するなど
Sentient Computing
AT&Tケンブリッジ研究所 2001～ 小型携帯デバイス（Bat）を介してオフィス内で個人へ位置
（UK） 依存サービスを提供する大規模な実証実験システム
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ユビキタス・コンピューティン
グの実現のためには、図表２に示
すように、端末・デバイス層、ネ
ットワーク層、アプリケーション
層、セキュリティ層の各技術が必
要である。これらの技術の現状と
課題を各階層ごとに以下に説明す
る。また、このユビキタス・コン
ピューティングの将来像として
は、平成14年６月の総務省ユビ
キタスネットワーク技術の将来展
望に関する調査研究会の報告書に
よれば、2005年には、ユーザーの
場所、時刻等からその状況に応じ
た情報提供や情報発信支援が特定
のネットワークサービス上で実現
される。また、障害者、高齢者な
どは最適化された端末を介してア
クセスできる。2010年には、ユー
ザーの行動履歴から状況を判断し
ユーザーにとって適切な情報提供
と情報発信支援が個人用にカスタ
マイズした端末を介してどこのネ
ットワーク上からでも実現される
としている。以下に具体的にこれ
らの技術の現状と今後の研究課題
を述べる。
３‐１
センサー、端末、
ユーザーインターフェース
ユビキタス・コンピューティン
グには、実世界の情報を取得する
ことが始まりであり、そのため各
種のセンサーや端末が研究されて
いる。また、それらを介してユー
ザーと情報のやり取りをするユー
ザーインターフェースもいろいろ
な実場面での検討が必要である。
盧センサー
実世界の状況を感知するデバイ
スには、センサー（状況の感知）、
コンピュータ（情報の処理）、通
信（ネットワークとの通信）３つ
の機能をコンパクトに持つことが
求められる。
例えば、UCB（University of
California, Berkeley）の Smart
Dustプロジェクト３）では、MEMS
（Micro Electrical Mechanical Sys-
tems）技術により５mm角にセン
サー、コンピュータ、通信の３つ
の機能を内蔵するデバイスを作成
し、これらを空間に多数置き、環
境情報を収集している。グレート
ダック島の鳥の生態調査のため
に、多数のウミツバメの巣に
Smart Dustを置き、巣の温度、
湿度等を実時間で遠隔地からモニ
タリングした。慶応大、産業総合
技術研究所等ではSELF（Sen-
sorized Environment for LiFe）プ
ロジェクト４）において、生活環境
に多数のセンサーを埋め込みそこ
で活動する人間の生理状態や行動
を観察し人間を支援するシステム
を開発している。血圧、体温、脈
拍等センサーがネットワークに結
合すれば、健康基礎データの収
集・記録・管理が可能となる。老
人の遠隔支援、専門医療支援、緊
急医療支援など、医療・介護・福
祉などに役立てることを検討して
いる。もちろん、安心してこれら
のサービスを受けられるようにす
るためには、個人情報の厳格な管
理技術が必要であることは言うま
でもない。さらには、センサーが
広域の公共領域に設置されネット
ワークにつながれば、環境モニタ
リング、交通渋滞モニタリング・
交通管制、防犯など公共領域の安
全・安心を改善していくことが可
能となる。今後の発展が期待され
る研究分野である。
日本でもセンサーデバイスの研
究は盛んで、特に、最も単純な例
としては、電源を持たないRFID
（詳細は2003年５月号特集記事を
参照）は実用例も出現し始めてい
る。このRFIDはICチップとアン
テナを持ち、無線による外からの
働きかけにより動作する。コンピ
ュータほどの処理能力はないが製
品IDコードなど簡単な情報の読
み書きが可能である。この情報は
リーダ・ライタを介してネットワ
ークに送られ、物の位置情報・状
態が把握できる。物流管理などへ
の応用普及が急展開し始めてい
る。一方、RFIDと案内システム
をリンクさせると個人の行動を支
援することが可能となる。例えば、
航空券にRFIDを付け、空港内に
RFIDリーダー付き案内表示ボー
ドを設置すれば、個々の利用者に
対して、チェックインカウンター
からゲートまで案内誘導をするこ
とができる。このように公共施
設・交通機関などにおいて高齢者
も優しい利用者支援システムを構
築することも可能となる。今後、
RFIDを利用した人に優しいシステ
ムが出現してくると期待される。
3．ユビキタス・コンピューティング技術の現状と課題
図表２　ユビキタス・コンピューティング技術体系
人間中心のユビキタス・コンピューティングへ向けて　―パラダイム変化を国際技術競争力向上のチャンスに―
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一方、デバイスとしての今後の
研究課題は、要求のある時のみ動
作する消費電力制御型長寿命セン
サー、超低消費電力センサーデバ
イス、超小型コンピュータ、超小
型チップ技術などにある。
盪端末とユーザーインターフェ
ース
ユビキタス・コンピューティン
グには、広く普及している携帯電
話が主要な端末として考えられて
いる。しかし、端末としては、い
ろいろな形態があり得る。ウェア
ラブル端末（ウェアラブルコンピ
ュータ）はその一つである。端末
を「携帯する」のではなく「着用
する」ものとして研究開発が進め
られている。ヘッドマウント形、
腕時計形、ポケット挿入形などが
提案されているが、まだ、特殊用
途のみで広く普及するには至って
いない。
端末には、使い勝手の良さ（操
作性：ユーザービリティ）や、使
用状況に適したユーザーインター
フェースが求められる。通常のコ
ンピュータのインターフェースは
ディスプレイ、キーボードである
が、それを持たない端末もそれを
支援する情報システム（ユビキタ
ス・コンピューティング環境）が
優れていれば使いよい端末となり
える。例えば、産業技術総合研究
所ではマイボタン５）と呼ぶ１ボタ
ン、音声入出力、光通信など単純
なインターフェースにて構成され
る超小型携帯端末を試作し、駅や
空港の案内システムの検討を行っ
ている。端末の形状は、ポケット
に入る印籠形や音声通信中心のイ
ヤホーン形（図表３）が試作され
ている。また、AT&Tケンブリ
ッジ研究所では、２つのボタン、
２つのLED、ブザーを入出力デバ
イスとした小型携帯端末（BAT
６） を試作（図表４）して単純な
インターフェースでもオフィス業
務支援に有用（例えば、スケジュ
ールの通知や、個人の現在位置へ
の電話転送など）であることを示
している。端末のインターフェー
スとして、状況によっては必ずし
もディスプレイやキーボードを持
たなくてもよいことが示されてい
る。日本では、世界を先導する携
帯文化や情報家電技術を持ってお
り、従来のコンピュータの枠に捕
らわれない新しい発想によるユー
ザーインターフェースの研究の発
展が望まれる。
また、コンピュータを見えない
ところ隠し家具や建具に埋め込む
いわゆる「スマート建材」も研究７）
されている。通常のコンピュータ
の形を取らずに、生活の中に入り
込んで自然な形でコンピュータ機
能を使用することを狙っている。
人が居ると点灯する照明器具、座
るとテレビがつく椅子などが試作
されている。この分野では、デザ
イナーとの共同研究が重要となっ
てくる。
３‐２
ネットワーク技術
ユビキタス・コンピューティン
グに求められるネットワーク技術
として、センサー情報の通信方式
（センサーネットワーク）、ユーザ
ーの状況変化に追従する情報サー
ビス（シームレスサービス）や、
センサーネットワークを含め最適
なネットワークの構成（ネットワ
ークアーキテクチャ）が研究され
ている。
盧センサーネットワーク
ユビキタス・コンピューティン
グにおける通信は、人がＰＣや携
帯端末を介して通信するだけでな
く、センサーが埋め込まれたデバ
イス（物）との通信がある。通常
の人と人に加えて、人と物、物と
物の通信が必要となる。この物の
数は人に比べて数が桁違いに多く
なる可能性がある。このような多
数の物との通信においてインター
出典：産業技術総合研究所 出典：IEEE Computer 2001 Aug
図表３　無電源小型通信端末
CoBITイヤホーン型
図表４　小型携帯端末Bat
（２ボタン、２LED、ブザー）
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ークにどのように接続させるか、
ネットワーク全体のアーキテクチ
ャ（構成）が大きな課題になって
いる。
一方、インターネットも取り扱
うコンテンツが多様化しネットワ
ークに多様な機能が求められ、実
時間が保証されなければならない
動画通信やセキュリティ・プライ
バシー保護のためのコンテンツ管
理など、現在のインターネットで
は対応しきれなくなる恐れが生じ
ている。米国では、インターネッ
トの限界を見据えて新しいネット
ワークのアーキテクチャの研究が
始まっている。しかし、この研究
ではまだユビキタス・コンピュー
ティングを視野に入れた研究は少
ない。日本では、モバイル通信、
情報家電のホームネットワークな
どの関連でネットワークアーキテ
クチャの研究が進められている
が、視野を広げてユビキタス・コ
ンピューティングを含むネットワ
ーク全体のアーキテクチャの研究
が望まれる。
このようなネットワークアーキ
テクチャの研究では、基礎研究と
しての新しいアーキテクチャの提
案とそれを実証していく研究ネッ
トワークの構築が必要であり、基
礎と応用が車の両輪として進めら
れる必要がある。
３‐３
システム構築技術
ユビキタス・コンピューティン
グのアプリケーションでは、位置
特定技術、状況認識技術、パーソ
ナライズ技術、動的適応ソフトウ
ェア技術を使用してシステムが構
築される。
盧位置特定技術、状況認識技術
ユーザーの位置や状況を把握で
きれば、その状況に即したいろい
ろなサービスが提供できる。位置
情報を得る方法としては、GPSを
研究が進められている。サービス
ローミングの研究例としては、慶
応大のSmart Space Labプロジェ
クト８）と連携した東大のSTONE
ROOM９）プロジェクトにおいて、
携帯電話の映像を部屋のプロジェ
クタに移動させる実証実験が行わ
れている。シームレスサービスの
実現は利用者から望まれているこ
とであるが、ネットワーク構成、
ネットワークサービスビジネスモ
デルとも関係し難しい課題を多く
含んでいるが、サービスの発見方
式や異種ネットワーク間のサービ
ス移動制御方式など、まずは技術
的に効率のよい方式の研究が待た
れている。
蘯ネットワークアーキテクチャ
ユビキタス・コンピューティン
グを支えるネットワークとして
は、現在のネットワークのアーキ
テクチャ（構成）には課題がある。
現在主流のインターネットは、
1970年代の設計思想に従った「利
用者の端末間を対等に通信する」
方式が基本にある。しかし、ユビ
キタス・コンピューティングで
は、身の回りの通信を快適に行う
ことが主体にあり、身の回りのセ
ンサーがインターネットのような
世界中どことでも対等に通信する
必要はない。さらに、個人情報管
理の面からは、個人情報をローカ
ルネットワーク内に留め、グロー
バルなネットワークには情報を出
さない管理が可能となるネットワ
ークが求められている。
ネットワークは今まで、世界中
のどことでもあらゆるコンテンツ
とつながるように発展してきた。
しかし、ネットワークの接続先は
インターネットアドレス（IPアド
レス）を持つコンピュータや、携
帯端末に限られている。身の回り
のいわゆる「First 10m」にある情
報にどのようなネットワークから
アクセスするか、そのローカルネ
ットワークをグローバルネットワ
ネットと整合性のよい方式として
は、アドレス空間の大きいIPv6
技術がある。しかし、一方で、イ
ンターネットにおける通信プロト
コル処理は比較的大きく、センサ
ーデバイスのような超小型デバイ
スでは負担が大きい。そのため、
センサー間を結ぶセンサーネット
ワークでは通信処理の軽量化が望
まれている。また通信範囲はロー
カルでよい場合も多く、その場合
はグローバルなインターネットで
ある必要性はない。センサーデバ
イスに搭載されるOSも小型で軽
いOSが望まれている。
無線通信機能を持つセンサーが
数多く置かれた状況では、相互に
つなぐネットワークとして、アド
ホックネットワークがよく使われ
る。アドホックネットワークは、
通信がデバイス間をリレーして渡
り歩き目的地まで通信する方式
で、その場限りのネットワークが
構成されるものである。センサー
の位置、数が変動してもすぐ適応
できる特徴がある。米国の軍用に
開発されてきた技術であり、小型
センサー向きに通信処理を軽くす
る課題がある。また、通信の経路
制御、高効率な通信方式の研究も
盛んに行われている。
盪シームレスサービス・
サービスローミング
ユビキタス・コンピューティン
グでは、異種のネットワークを介
して同一のサービスを提供するこ
とが望まれる。例えば、ＴＶ会議
サービスを会議室だけでなく、自
席のＰＣや手持ちの携帯電話でも
受けられ、その間もサービスが途
切れずスムースに移動できること
を可能にしたい。これは、ＴＶ会
議サービスを固定回線でも移動通
信でもどこの端末でも実現させる
ことであり、サービスローミング
（異種ネットワーク間のサービス
の移動）、シームレスサービス
（切れ目ないサービス）と呼ばれ、
人間中心のユビキタス・コンピューティングへ向けて　―パラダイム変化を国際技術競争力向上のチャンスに―
15Science & Technology Trends   July  2003
特集1
利用する方法、ユーザーにRFIDタ
グを持たせセンサーにて検出する
方法、カメラからの映像情報から
解析する方法など多くの方法が研
究されている。例えば、英国
AT＆Ｔケンブリッジ研究所の
Sentient Computingプロジェクト６）
では、各ユーザーがIDを持った小
型携帯端末BATを持ち歩き、ビ
ル内に設置された超音波センサー
から各ユーザーの位置を検出す
る。この位置情報と各ユーザーの
スケジュール情報などから各ユー
ザーの状態（外出中、会議中、電
話中など）をディスプレイにリア
ルタイムで表示することにより、
自席に着信した電話を重要な会議
中でない場合は移動先に転送した
りする。オフィスサービスシステ
ムが構築され、50人のユーザーに
て実験が行われている。一方、マ
イクロソフトのEasyLivingプロジ
ェクト10）ではカメラからの映像
を画像解析し、人の位置、状況を
推定している。
盪パーソナライズ技術
ユーザーの嗜好を推定し、シス
テムを特定個人にカスタマイズす
る技術がパーソナライズ技術であ
る。例えば、MITのコンテクス
ト・アウェア・コンピューティン
３‐４
他の必須技術
ユビキタス・コンピューティン
グでは利用者の支援をするため個
人情報を取り込む。利用者が安心
して使うためには、取り込んだ情
報が保護され、他へ流出しないこ
とが必須となる。すなわち、セキ
ュリティ技術、プライバシー保護
技術が必須である。個人情報の管
理には、その情報の性質に応じて
管理規定（プライバシーポリシー）
を設定しそれに従った管理がされ
なければならない。プライバシー
ポリシーの設定上検討すべき項目
としては、個人情報利用の通知、
提供範囲の同意と選択、匿名性の
実現、提供範囲の局所化、個人情
報の適切なセキュリティ管理など
が考えられている11）。さらに、通
りすがりの人に対してサービスを
提供する場合などパスワードが使
えない状況もあり、その場合の認
証・セキュリティをどのように行
うかも課題となっている。
個人情報の外部漏洩を阻止する
ために場合によっては、グローバ
ルなネットワークとの切断機能を
持つことも必要となろう。個人の
医療情報は医療機関に管理されて
いるが、完治すれば、他の目的に
利用されないように医療機関の情
報は削除され個人へ戻すことも可
能にしたい。一度外部に出した情
報が削除されていることを保証す
る技術も必要となろう。このよう
なプライバシー管理技術の向上も
求められる。また、セキュリティ
やプライバシー管理は、悪用者と
の競争でもあり、常に最新のセキ
ュリティ、プライバシーに関する
技術を導入することを心がけてい
なければならないであろう。
グプロジェクトやNTTソフトウ
ェア研究所、NECなどで、ユーザ
ーのWebアクセスの履歴を記録・
分析してユーザープロファイルを
作成し、これを用いて、ユーザー
がWebアクセス時に次ページを予
測したり、ユーザーの欲しい情報
のみを表示させたりしている。
システム構築技術における研究
テーマは、過去人工知能の研究の
一部として進められ、状況が比較
的簡単な場合は実用化されてい
る。しかし、実際の場面は、利用
者の状況を単純な情報から判断す
るのみでなく、周りにある複数の
センサーや複数の利用者との対話
から、状況判断が求められる。複
数利用者の調整機能や、曖昧な条
件を状況に応して判断することが
求められ、対話解析、調停・合意
形成、協調的問題解決技術などが、
今後の研究課題である。
また、ユビキタス・コンピュー
ティングのソフトウェアの蓄積や
普及のためには、共通に使用でき
るミドルウェアの整備やアプリケ
ーション・プログラム・インター
フェース（API）の整備が重要で
ある。この領域では標準化競争が
起こる可能性が高く、その動向を
注視する必要があろう。
技術レイヤ 技術課題
低消費電力・長寿命センサー
センサー、端末、 超小型コンピュータ、超小型チップ
ユーザーインターフェース 多様な携帯端末、スマート建材
ユーザー適応インターフェース
軽い通信、軽いＯＳ
センサーネットワーク、アドホックネットワーク
ネットワーク技術 シームレスサービス、サービスローミング
通信対象特定技術（ネーミング技術）
新世代ネットワークアーキテクチャ
位置特定技術
システム構築技術 状況認識技術、パーソナライズ技術
動的適応ソフトウェア技術
セキュリティ技術、プライバシー保護技術
必須技術
情報アクセス管理技術
ネットワーク接続off技術
信頼性技術、フォールトトレラント技術
図表５　ユビキタス・コンピューティングの技術課題
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から Pervasive Computing、Sen-
sor Networkのテーマで研究資金
が提供されている。
欧州でも、EUが出資している
Information Society Technology
（IST）Research Programの中で
ユビキタス・コンピューティング
研究として“Disappearing Com-
puter”イニシアティブが2001年
１月から開始されている。このイ
ニシアティブの各プロジェクトは
２～３年の計画で進められ、13カ
国37研究機関から300人年が投入
される予定である。その内50％
はEUから出資される。
提唱したのをきっかけに、ユビキ
タス・コンピューティング研究が
盛んに進められるようになった。
具体的にはセンサーデバイス、ユ
ビキタス・コンピューティング空
間（Smart space）の研究が開始
された。2002年１月にはテロリズ
ム対策強化のためInformation
Awareness Office（IAO）が設立
され、従来から進めていた情報検
知・管理に関する技術開発プログ
ラムを集結させ強化している。そ
の中にて、行動のモニタリング、
状況認識、プライバシー保護技術
の開発が推進されている。また、
国立科学財団（NSF）でも2001年
日本では、総務省、経済産業省
を中心にブロードバンド、モバイ
ルなどネットワーク構築に向けた
ハードウェア中心の基盤作りの国
家プロジェクトが多かった。しか
し、ユビキタス・コンピューティ
ングの研究には、ソフトウェア、
アプリケーション研究が必要であ
る。平成14年度からは図表６に
示すようにソフトウェアやアプリ
ケーション研究へ少しずつ研究投
資は増えてきているが、さらに増
やしていくことが望まれる。
一方、米国では、国防高等研究
計画局（DARPA）が1999年に
Proactive Computing研究戦略を
4．各国のプロジェクトの状況
機関 時期 プログラム名 プロジェクトテーマ
蘆超小型チップネットワーキング技術
総務省 平成15年度～ 情報通信分野の研究開発 蘆ユビキタスネットワーク制御・管理技術
蘆ユビキタスネットワーク認証・エージェント技術
平成12年度～
創造的情報通信システム スーパーインターネットプラットフォーム技術の研究開発の一部
放送・通信機構
開発事業 （ユビキタスアプリケーションの構築）
平成14年度～ 成果展開等研究開発事業
ヒューマンセントリックユビキタスネットワーク基盤システムに関
する研究開発
経済産業省 平成14年度～
情報通信基盤高度化 高度ネットワーク：ユビキタス環境におけるサービスシステム・
プログラム プラットフォーム
新エネルギー・
安全なユビキタス社会を実現する組み込み機器用アドホックネット
産業技術総合 平成14年度～ 産業技術助成事業
開発機構
基盤ソフト
文部科学省 平成12年度 科学技術振興調整費 人間支援のための分散リアルタイムネットワーク基盤技術の研究
図表６　日本のユビキタス・コンピューティング関連する主要な国家プロジェクト
地域 機関 期間 プロジェクト
米国 DARPA 1999～ SenseIT,MEMS
2000～ Smart Spaces
NSF 2001～ Scalable information infrastructure for pervasive computing and access
2002～ Sensors and Sensor Networks
2003～ Ubiquitous/Pervasive computing, Distributed sensor networks
欧州 EU Information Society 2001～ Disappearing Computer Initiative
Technology（IST） 蘆Global Smart Space
Research Program 蘆Designing Interactive, Intergenerational Interfaces for Living Together
蘆Multiple Intimate Media Environments
蘆Dynamic Information Controls in a Hybrid World
蘆Smart Its
蘆Situating Hybrid Assemblies in Public Environments
ETC
図表７　欧米のユビキタス・コンピューティングに関連する主要な国家プロジェクト
人間中心のユビキタス・コンピューティングへ向けて　―パラダイム変化を国際技術競争力向上のチャンスに―
17Science & Technology Trends   July  2003
特集1
ど進展していない。最近、IT不
況により、IT企業の研究体力が
低下している。一方、科学技術基
本計画の後ろ盾もあり大学の研究
資金は増加した。最近の産学間の
共同研究状況を、ユビキタス・コ
ンピューティング技術のベースと
なる通信とシステム・情報分野に
おける学会の総合大会の発表論文
数により調査した。図表８に示す
ように、90年代後半より大学・公
的研究機関の論文発表割合は増加
し続け、民間企業の論文発表割合
は減少している。また、大学・公
的研究機関と民間企業との共同発
表は微増でその割合は低いままで
ある。IT不況により産業界は基
礎研究から手を引きつつあるが、
一方で、主に大学は実世界から遠
く離れたところで基礎研究をやって
いる。最近は産学連携が叫ばれてき
ているが、まだ、その共同研究成果
が顕著に現れていない。産学連携の
共同研究がもっと実効ある形で推進
されるような国の施策が望まれる。
最近では、ブロードバンド、モ
バイルが進展して「どこでも、い
つでも」通信ができるようになり、
ユビキタス情報社会がすぐ来るよ
うに思われがちである。しかし、
多くのコンピュータを身の回りに
置いてネットワークにつなげば、
ユビキタス・コンピューティング
が実現する訳ではない。ユーザー
への支援・使い勝手が考慮された
ユビキタス・コンピューティング
実現への道のりは始まったばかり
である。３章にユビキタス・コン
ピューティングを実現するための
技術課題を述べたが、これらは、
従来進めてきた高速、高性能追求
の延長線上にない技術も数多くあ
る。インターネット技術やソフト
ウェア技術では米国が圧倒的な強
さと先進性を持っているが、ユビ
キタス・コンピューティング分野
ではモバイル、情報家電等の技術
を持つ日本がリードするチャンス
が出てきている。
米国でインターネット技術が圧
倒的に強くなった源には、産学連
携による基礎研究と応用研究の強
い連携があった。インターネット
の発展経緯を見ると、米国国防高
等研究計画局DARPAによる大学
研究ネットから始まり、基礎研究
のアイデアが実証ネットワークに
て検証されつつ発展した。Webブ
ラウザーも研究コミュニティ内で
の利用から始まり、広く普及して
いった。日本では実証実験＝応用
研究と捉え産業界の課題と考えら
れがちであるが、実証研究の中で
各要素技術の将来の研究課題が見
つけ出されるのであり、基礎研究
にその課題をフィードバックする
重要な意味を持つ。ユビキタス・
コンピューティングのようなIT分
野では、技術の進展が早く、基礎
研究でのアイデアを早期に比較的
大規模なシステムにて実証しなけ
ればならず、緊密な産学連携が必
要である。
しかしながら、日本では、産学
連携が叫ばれて日が浅く、それほ
５．今後の課題
（注）大学・公的は大学と公的研究機関。共同は大学・公的と民間企業との共同発表。
図表８　電子情報通信学会総合大会発表論文数　大学・公的機関と民間企業の割合
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ユビキタス・コンピューティン
グの実現へ向けた研究は、コンピ
ュータやネットワークを「機械中
心」主義から「人間中心」主義へ
転換することを目的としており、
利用者の立場に立って、安心して、
使いやすい、コンピュータを目指
している。この実現に必要な技術
には、小型化技術、状況認識技術
などがあり、従来のコンピュータ
やネットワークの高度化の延長線
上にない技術がたくさん含まれて
いる。インターネット技術やソフ
トウェア技術では米国が圧倒的な
強さと先進性を持っているが、IT
の転換期が始まろうとしている
今、モバイル、情報家電等の技術
を持つ日本がユビキタス・コンピ
ューティング分野で先頭を走れる
チャンスが出てきている。
IT分野の技術革新はめまぐる
しく早い。基礎研究を実証・応用
研究へつなげ、そこで判明した課
題を次の基礎研究テーマとして行
くという、スパイラル型の研究開
発を短いサイクルで推進すること
が求められている。近年は、IT
不況により産業界の研究体力が低
下しており、一方で、大学は産学
連携に向けた組織が整備されつつ
あるが、未だ実世界から離れた基
礎研究が主体である。もっと産学
で具体的な研究テーマで議論を進
めるとともに「将来応用への展開
につながっていく基礎研究」に国
の研究投資をシフトさせる必要が
あろう。
産学が共同でスパイラル型の研
究開発を推進・加速することによ
って、ユビキタス・コンピューテ
ィング技術開発の先頭を走れるよ
うにしたい。
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材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題
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略として認識され、限られた市場
の確保や新しい市場の獲得の手段
として使われている。
しかし日本は「経済大国」だけ
れど「標準小国」と言われてきた
ように、国際標準に対する認識は
依然として低い。燃料電池や高特
性材料のように欧米各国と激しい
開発競争を行いつつ市場シェアを
拡大し標準化を目指している分野
もあるが、我が国では一部にとど
まっている。近い将来、アジアに
おいても韓国や中国に標準化のリ
ーダーシップを取られる分野が増
加することも懸念される。
この「標準」は、知的基盤のひ
とつの構成要素である。知的基盤
については近年、工業所有権の取
得に、ゲノム解析競争が加わり、
将来の利潤を獲得する手段として
も重要視されるようになってい
る。材料の分野でもデータベース
の整備や標準化等の推進がうたわ
れ、国際社会への発信も行われて
いる。このような活動が、国際社
会において認知されるためには、
独自のデータを持つことが極めて
重要である。
本論文では、国際標準化を日本
の科学技術を産業・経済活動によ
り有効に反映するための手段とし
てとらえ、材料を中心に欧米の標
準化戦略をレビューするととも
に、日本の取り組みについて概説
し、標準に関わる課題の具体的な
打開策を提案する。
より新しい特性や高機能を有す
る材料を開発することは、科学技
術における大きなブレークスルー
となり得るが、どんなに良い新材
料を開発しても、それだけでは
「物質」であり、広く市場で使わ
れてこそ「材料」と言える。材料
を使ってもらうためには、設計基
準とのかかわりが重要であるが、
欧州は近年新たな設計基準を持と
うとし、それに合う材料開発や保
全技術開発を進めており、今後有
利な位置を占めていくことが懸念
されている。材料においても高品
質だけでは市場に受け入れられ
ず、「国際標準を制するものは世
界を制する」ということもあては
まるようになっている。『国際標
準』が諸外国においては重要な戦
1．はじめに
特集膂
材料の国際標準化からみた
国際戦略の現況と課題
材料・製造ユニット　客員研官 緒形　俊夫*
玉生　良孝
*
2．国際標準の動向
の産業や消費者が不利益を被むる
ことにもなるので、各国とも戦略
的な対応をしている。デファクト
標準とデジュール標準の仕分けが
難しい場合もあるが、国際標準を
作成するプロセスの中で欧米諸
国、欧米企業は自国・自社の技術
を国際標準化し、競合する企業の
技術を排除して優位に市場獲得を
進めようとしている。ここで取り
上げるのは、主に「デジュール標
準」（「国際規格」とも呼ばれる）
の重要性である。
２‐２
最近の国際標準の動向
国際標準化機構（ISO）と国際
電気標準会議（IEC）といった国
際標準に関わる動向やこれに関す
る日本としての取り組みの重要性
に関しては、これまでにも概説さ
れているが３～９）、ここで主張した
いことは、日本として好ましい結
果が得られるよう状況を改善する
方策を検討することである。
２‐１
国際標準の分類
標準には大別して「デファクト
標準（事実上の標準）」と「デジ
ュール標準（公的な標準）」とが
あり、それらの特徴を図表１に示
す。デファクト標準は、企業間の
市場における競争に基づくもので
あるのに対し、デジュール標準は
国際的な取り決めによって制定さ
れ、対応が不十分であれば、自国
蘯米国の動向
米国は、従来ASTM（米国材料
試験標準協会）やMIL規格（米軍
規格）を優先してきたが、欧州の
標準化戦略に対して危機感を抱
き、デジュール標準の国際標準化
活動を重要視するようになった。
ANSI（米国標準協会）は2000年
９月「米国国家標準化戦略」を発
表し、ISO、IEC等国際標準化機
関の場でアメリカの技術が反映さ
れた国際標準が制定されるよう積
極的な取り組みを行うべきとして
いる。このような動きはISOの幹
事国引き受け数の増加に結果とし
て現れており、米国のISO幹事国
業務引き受け数は、1992年以降急
増し、2000年からはトップを維持
している。
盻日本の動向
1997年11月の日本工業標準調
査会国際部会の通商産業大臣への
答申「今後の我が国の国際標準化
政策の在り方」をはじめ、2000年
４月に公表された「国家産業技術
戦略」、2001年３月に閣議決定さ
れた科学技術基本計画等において
は、標準化活動と研究開発の一体
的な実施の必要性が指摘されてい
る。予算の面でも、新エネルギ
ー･産業総合開発機構の国際標準
創生分野のグラントや新規産業支
援型国際標準開発の委託等年間数
10億円の国際標準化予算がある。
また、平成10年の緊急経済対策
における通商産業省技術関連予算
では、知的基盤整備、国際標準化
の加速的推進に、161億円が割り
当てられている。しかし日本の
ISO幹事国業務引き受け数は、
1992年以降漸増しているが、欧米
諸国の半分以下と大きな差が依然
としてあり、国際標準化活動が活
発になったとはいえない。毎年
1,000件からの規格が出てくる中
で、この差を埋める対策が必要で
ある。
盪欧州の動向
欧州連合（EU）は、欧州標準
化委員会（CEN）と欧州電気標準
化委員会（CENELEC）に対する
支援を通じてISOやIECにおいて
欧州としての統一的意見を提案す
る等の方針を明らかにした。ISO
や IECと協定を結び、欧州標準
（EN規格）をベースにした国際標
準を制定することにより、欧州技
術の世界への波及をめざすという
積極的な戦略を構築している。
盧標準の激動期
1995 年のWTO／TBT協定
（貿易の技術的障害に関する協定）
の発効以降、加盟国はそれぞれの
国家規格（日本ではJIS等）を
ISO、IE等の国際規格に原則とし
て合わせることを合意した。各国
の規格を同じにすることにより、
国境を超えた物流を一層自由にす
るという意図である。国際条約に
より国際規格が貿易制限を撤廃す
る手段として認定されたともい
え、標準化活動をめぐる国際動向
は激動期に入った。
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分類
デジュール標準（公的な標準） デファクト標準（事実上の標準）
de jure standard de facto standard
標準化機関により制定された標準で、 企業間の市場における競争の結果、
定義 明確に定められた手続に基づき広範 高い市場シェアを獲得し事実上標準と
な関係者の参加を得て策定されるもの なったもの
例 JIS規格やISO／IEC規格 マイクロソフト社のパソコン用ＯＳ
のウィンドウズ
①策定プロセスが透明で標準内容が ①策定プロセスの速度がデジュール
明確でオープン より迅速
特徴 ②原則的に単一標準が提供される ②標準の普及と製品の普及が同時
③メンバーシップが比較的オープン ③自規格を標準化できた者が市場を
独占できる
①コンセンサスにより意思決定を行 ①情報公開が不完全
うため標準化に時間がかかる 蘆全インターフェイスの公開の保証
（～5年） なし
欠点 ②標準の普及と製品の普及にタイム・ 蘆開発企業による限定的な囲込みが
ラグが存在 行われる懸念
③技術が流用される ②メンバーシップが閉鎖的になりがち
③改正手続が不透明
図表1 標準の分類と特徴
図表２　ISO幹事国（TC・SC）業務引き受け数の推移10，11）
出典：文献３）をもとに科学技術動向研究センターで編集
材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題
21Science & Technology Trends   July  2003
特集2
額で考慮されたとのことである）。
規格の提案に際して根拠となる
データが必要なことは当然である
が、反対意見を表明するにも、技
術的根拠を付するのが原則であ
り、技術的データがなければ、反
対意見も言えない。
日本からの新規提案や外国から
提案された規格に対する発言権を
増すためには、日頃からの研究デ
ータの積み重ね、幹事国業務の引
き受けなどの地道な努力と国際貢
献、国内の取りまとめ者や諸外国
の理解者・協力者とのネットワー
クが必要である。
ISOの議論の場では、欧州と米
国の立場の違いがあり、その両勢
力の均衡を保つ意図から、幹事国
業務の引き受けを日本に打診して
くることが、しばしばある。言語
の問題に始まる事務業務の煩雑さ
のため多くの場合敬遠されている
が、専門委員会（TC）や分科会
（SC）の幹事国業務や議長を担当
することにより、提案を議題にす
ることや会議の開催地の決定のリ
ーダーシップを取れることは、大
きな効果がある。
蘯日本と先進国の認識の違い
上記のような必要性が唱えられ
ても、日本では古来、工業技術は
海外から導入するもの、輸出する
盧材料のケース
かつて圧力容器の設計の材料強
度の規格計算が全てASME（米国
機械学会）のコードで行われてい
たため我が国の材料は相手にされ
ず、日本では国産の原子炉はでき
なかった。現在では国産の構造材
料の品質は認められているもの
の、国際市場を獲得するために
ISO/TC11（圧力容器）などで国
際規格獲得競争が行われている。
圧力容器は、米国及び日本とドイ
ツとが世界市場を二分しており、
どちらの規格が国際規格になるか
が国際的に注目されてきた。米国
と日本が提出した案は、欧州各国
の専門家が出席した会議で合意さ
れたにもかかわらず、国際投票で
は欧州各国が協調して反対したこ
とで国際規格に至っていない。
セラミックスや超伝導材料また
表面化学分析等の先進材料に関わる
分野では、VAMAS活動の中で、日
本がリーダーシップを取ってきた。
盪発言権
日本は、国際規格への貢献度を
示し発言権を確保するために、
1996年にIECの常任理事国入りを
図ったが、幹事国引き受け数がイ
タリアより下で上位５カ国に入っ
ていないことを理由に当初は達成
できなかった（結果的に拠出金の
２‐３
国際標準への対応の必要性
国際規格に合わせてJISを改訂
すれば、これまでJISに準じて作
っていた製品も変更する必要があ
る。ISOやIECの規格がそのまま
多くの国の国家規格として採用さ
れれば、規格の元になった国の輸
出企業は他の輸出国よりも優位に
立つ。即ち国際規格の帰趨が市場
の条件をも左右し、日本の製造業
の競争力にもボディーブローのよ
うに効いてくる。図表３に示すよ
うに、日本が製品、技術面で進ん
でいたにもかかわらず国際標準を
取れなかった例は多い。また国際
標準とはやや異なるが、日本の携
帯電話が国際規格の競争に負けた
結果、日本でしか通用しない電話
になったのもその例と言うことも
できよう。IT関連産業のように
技術の進歩が著しく標準化への迅
速な対応が求められる分野、
ISO9000やISO14000のように品質
や環境管理規格がビジネスになっ
ている分野、その他で国際標準へ
の取り組み方は異なるが、過去の
教訓を今後の活動に生かすことが
肝要である。
事　例 内　容
電力積算計 電力量計のＴＣは欧州が主導しており、欧州は屋内用の電力量計が一般的であるため、日本で普及し
IEC 60521 ている屋外用の電力量計に対する要求事項の技術的知見がなく、耐候性能等の規定については考慮さ
IEC 61036 れなかった。
キャッシュカード（銀行カード） 日本の銀行及びメーカが世界に先駆けて、キャッシュカードの開発を行った。国際標準化の審議で、
ISO 7810 IDカード―物理的特性 当時の最有力案であったカードの表に磁気ストライプを付けるものを我が国で採用し、世界に先駆け
てＡＴＭの普及を行った。しかし、国際標準化では、カードのデザイン上の理由により、磁気スト
ライプを裏に付けるものが国際規格化された。我が国では既に表に磁気ストライプを付けるタイプが
大量に普及しており、経済的理由から国際規格のものに切り替えすることが不可能となっている。
洗濯機（脱水機能） アジア諸国ではIEC規格を直接適用する例が増え、WTO/TBT協定遵守の観点から、日本製品はIEC
IEC 60335‐2‐4 規格に適合していないとして、ほとんどの国で輸入禁止となっている（安全に関わる停止時の規定が
日本はJIS規格による縦型二層式 異なる）。
洗濯機をアジア市場に IEC/TC61でのJIS規定内容を追加する日本案は否決され、再提案中である。
1,700万台／年輸出 日本が頑張れきれなかった理由としてあげられていることは次の２点である。
蘆JISならアジア諸国が受け入れてくれ、技術が優れ、ニーズに合えば国際規格に準拠せずとも市場
があると誤信
蘆国際規格の影響の大きさを認識せず、国際規格の制定会議への企業の出席は大きな負担と考え、か
つ人材が不足していた
図表３　国際標準を獲得できなかった事例と内容
の発展のための「十分なリターン
を生む投資」と考えているからで
ある。
２‐４
国際標準化の手続き
国際標準（規格）は国際条約と
同じで、効力も大きく、提案され
成立までに多くの審議と合意の手
続きを要する。ちなみに、ISOへ
の新規提案を行い制定を図るに
は、図表４のような、以下の手続
きが必要である。
盧提案
成立までの数年間の審議に責任
を持つための費用の裏づけが必要
なため、通常はISO加盟国内の標準
際には輸出先の標準に合わせれば
よい、標準では儲からない、とい
う認識が産業界では根強い。この
まま与えられた標準を使うのでは
発展途上国と同じで標準に支配さ
れている状態である。
これに対し欧米諸国の認識は、
標準は武器の一種とみなし、各国
の標準による貿易障壁の撤廃を自
分らが制定する国際規格をもって
行おうとしている。また標準につ
いては、「売れる標準」（多くの企
業等が使用するもの）を作ること
を優先している。さらに国際標準
化の会議に欧米からは業界のドン
が数年間連続して出席するよう
に、欧米企業が国際標準化活動に
注力するのは、標準化活動が短期
的な収益よりも重要な将来の企業
３‐１
経　緯
VAMASとは、Versailles Pro-
ject on Advanced Materials and
Standards（新材料と標準に関す
るベルサイユプロジェクト）の頭
文字をとったものである。1982年
６月に開催されたＧ７ベルサイ
ユ・サミットにおいて、科学技術
が主要課題の一つとして取り上げ
られ、科学技術は世界経済活性化
の鍵であり、国際協力により積極
的な推進を図るべきであるとの合
意を得た。VAMASの活動に関す
る覚書は、サミット国及びECの
代表者により署名され、５年ごと
に参加国の代表者による調印を経
て継続されてきた。1997年には無
期限の延長の覚書が締結された。
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団体が提案母体になることが必要。
盪新規提案が採択される要件
当該TCでの過半数の賛成と、
新規提案をWGで審議するための
メンバーとその経費を出してまで
賛成する国が５カ国以上を要する
（各国では標準母体での会議費用
と人件費の裏づけを考慮して対
応が決まる。例えばドイツでは、
規格として売れるかということ
が判断基準となり、事務局から
の審議依頼に対し、ドイツ国内
の5つ以上の企業が出資すること
を表明しないとドイツとしての
対応をしない）。
蘯ドラフトの作成
ドラフトにはWorking Draft,
Committee Draft, Final Commit-
tee Draftの順で検討が進められ
る。認められるためには各国から
コメントに全て対応し、最終的に
反対なしが原則である。国際規格
案（DIS）は、積極的参加国の
2/3の賛成と全ての加盟国の3/4
の賛成を要する。それぞれの投票
には最低３ヶ月間の期間があり、
提案後、成立まで通常３～５年か
かる。
盻見直し
成立した規格は、５年ごとに見直
し、使われない規格は淘汰される。
結果的に、国内外の多くの識者や産
業界の同意了解が無ければ規格にな
らず、一過性のデータや興味は、手
続きの過程で淘汰される。
3．材料の国際標準化活動としてのVAMASの意義と現況
図表４　ISOの制定過程とVAMASとのリエゾン
強まり、相互の成果を尊重するリ
エゾンが結ばれるなど、Ｇ７国か
ら構成されるVAMASの成果に基
づくISO化の促進が図られている。
図表４に示すように、VAMASで
の国際ラウンドロビンテスト
（共通試料を各参加機関に配り試
験結果を比較する試験）の結果
を取り纏め、技術移転評価文書
（TTA文書）として提案するこ
とで､審議の時間を短縮できる
ようになっている。
３‐４
特　徴
金属、無機、高分子、生体材料
などの広範な材料の試験評価を対
象としている。図表６に示すよう
に、現在18の技術作業分野（TWA）
が活動しており、そのうち４分野
において日本が国際議長を務めて
いる。VAMASと連携した、新材
料及びその試験法の国際標準化に
関する積極的な活動は、ISOにお
ける日本の発言力を増強すること
につながり、日本主導の規格の提
案も容易となる（ISOの場におい
て、日本の発言・投票は、ISOの
専門委員会を構成する20数カ国
の１票であるがVAMASでは７ヵ
国中の１票）。
VAMAS運営委員会の日本代表委
員は文部科学省の材料開発推進室
長、産業技術総合研究所の材料戦
略室長と物質・材料研究機構の材
料基盤情報ステーション長である。
３‐２
目　的
先進材料の標準に関する国際協
力プロジェクトとして位置づけら
れており、先進材料に関わる技術
と特性評価法を含めた国際標準化
を促進し、先端技術製品の貿易を
活性化することである。
３‐３
成　果
得られた成果は、参加各国の
国家標準化機関へ提出されるこ
とにより国家規格化が図られる。
また、国際標準化機構（ISO）や
国際電気標準化会議（IEC）へ提
供されることにより国際規格と
なる。国際規格が成立するまで
数年を要することから、活動を
始めて10年でやっと成果が出始
め、約60のISOや米国試験・材
料協会（ASTM）規格の作成に
貢献している（図表５）。
近年、VAMASの国際的評価が
高まるとともに、ISOとの連携も
３‐５
最近のVAMASの動向
VAMASの運営委員会は、年に
１回開催され、全体の活動方針や
各TWAの進捗状況や、新TWA
の採択や改廃が審議される。2002
年は日本で開催され、物質・材料
研究機構がホストになった。2003
年の運営委員会は、EUがホスト
となり５月12日から14日にかけ
て、オランダのペッテンにある欧
州共同研究センターで開催され
た。以下のように各国が注目して
いる材料研究項目の紹介が行われ
た。各国ともナノ材料やバイオ材
料の開発と評価が重点研究項目と
なっており、今後の国際標準化分
野としての提案も行われている。
蘆カナダ：材料研究の主な傾向は、
エコマテリアル、バイオ、ナノ、
バーチャルで、燃料電池や医療用
発泡チタンにも注目している。
蘆ドイツ：自動車の材料として、
材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題
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TWA Standards
TWA 01 磨耗 CEN：１
TWA 02 表面化学分析 ISO：11，ASTM：２
TWA 03 セラミックス ISO：５，CEN：８，ASTM：４，
JIS：２
TWA 05 高分子複合材料 ISO：３
TWA 13 低サイクル疲労 ISO：４，BSI：１，JIS：１
TWA 14 先進セラミックスの分類 ISO：１，CEN：１，ASTM：１
TWA 16 超伝導材料 IEC：８
TWA 17 極低温構造材料 ISO：１
TWA 21 ハードメタルの機械的特性 ISO：１
TWA 22 薄膜・コーティング ISO：３，CEN：１
TWA 25 クリープ・き裂進展 BSI：２，ASTM：２
図表５　VAMAS活動の成果として制定された規格14)
BSI:British Standards Institution
TWA 01 磨耗
TWA 02 表面化学分析
TWA 03 セラミックス
TWA 05 高分子複合材料
TWA 07 生体材料
TWA 10 材料データバンク※
TWA 13 低サイクル疲労
TWA 15 金属基複合材料※
TWA 16 超伝導材料※
TWA 17 極低温構造材料※
TWA 20 残留応力測定
TWA 21 ハードメタルの機械的特性
TWA 22 薄膜・コーティング
TWA 24 セラミックスの電気的特性
TWA 25 クリープ・き裂進展
TWA 26 応力とひずみの光学的測定
TWA 27 セラミック粉末とスラリー
TWA 28 高分子材料の質料分析
スペクトル
※印は、日本が議長
図表６　活動中の技術作業部会
（TWA）
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整など多大なコストを要する。日
本においては、旧科学技術庁の科
学技術振興調整費研究課題の一部
として年間１～3億円の予算で最
大国内50機関で200人の研究者を
とりまとめる活動を続け、各
TWAにおいて大きな国際貢献を
果たした。しかし振興調整費によ
る継続は難しいとの判断から予算
は平成13年度で終了した。代わ
りの予算措置がなされていないた
め活動が縮小し、国内コンタクト
パーソンの活動費の手当てが難し
く、議長引き受け数や対応TWA
が減少した。日本としてＧ７-
VAMASからの脱退も止む無しと
検討された時期もあったが、国際
標準への有利な道を有する
VAMASへの参画を維持すること
は、今後の他の国際標準化活動を
推進するためにも有効であること
からも、今のところは物質・材料
研究機構の国際標準化事業とし
て、TWAに部分的に対応し、
VAMAS対応国内委員会の再構築
が進められている。
光電子半導体、熱電子、熱衝撃、
磁気測定、燃料電池が紹介された。
蘆EC：バイオ健康、IT、食品安
全、ナノマテリアルナノ技術、多
機能材料、航空宇宙－安全高信頼
性、燃料電池等が紹介された。
３‐６
VAMASインターナショナル
VAMAS活動をＧ７サミット国
を主体とする活動から各地域のグ
ローバル標準に対応するものにし
ていくため、サミット国以外から
の参加と連携を深める活動方針案
が提案され、各国からの回答が求
められている。これは近年オブザ
ーバー参加し、VAMASに積極的
な働きかけを行っている韓国をメ
ンバーとして加えるものでもある。
３‐７
VAMASへの対応の問題点
VAMASは、サミットで合意さ
れた標準に関わる国際協力であ
り、新材料の調達や評価、国際調
鉄鋼材料の占める割合が減り、ア
ルミやポリマーが増えている。ま
た鉛や水銀に続きCdとCr+6が使
用禁止になり、3000を超える個々
の部品の耐用試験も課題であるこ
とから、特に車材料の短期腐食試
験を新規に提案した。
蘆イタリア：材料データベース言
語、燃料電池（ECの重点項目）、
ナノマテリアル等に関心がある。
蘆日本：総合科学技術会議で決定
された科学技術の８つの項目と科
学技術の４大項目としてライフ、
ナノ、環境、ITの項目が示され
た。またNIMSでのVAMAS研究
と国内の対応体制が紹介され、さ
らにTiO2光触媒がトピックとし
て紹介された。
蘆イギリス：ナノ、バイオ、機能、
ソフト、モデリング、量子物理や
軽量合金、発泡材料、単結晶、ポ
リマー、粉末、液体金属が紹介さ
れた。
蘆アメリカ：ナノ材料の分類と対
象材料、ナノチューブ、光触媒＆
窓に貼るTiO2フィルム、生体材
料、モデリングの検証、微小磁力、
や既存の国内規格を代弁し、外国
の主張に対峙する前線活動を行う
にもかかわらず、不十分な旅費し
か支給されない。このようなこと
から、次の世代の有能な後継者を
探すことがいっそう困難になって
いる。
４‐２
企業の対応
製造分野の企業では、試験部門
や測定部門の分社化が進められて
いる。例えば、国内製鉄メーカー
においても、機械試験部門はアウ
トソーシング目的での分社化が進
められている。別会社になると言
うことは経営の観点からのきめ細
かなコスト合理化要請が強まり、
より試験所のほとんどは研究機関
となり、試験業務の担当者の多く
が研究者になってしまった。さら
に、国研の多くは独立行政法人化
され、標準を主要業務としている
産業技術総合研究所の機関と後述
の例に示す物質・材料研究機構の
例を除いて、業績として評価され
るのは、インパクトファクターの
高い雑誌に掲載された論文の数が
主で、標準に関わる仕事は評価を
受けにくくなっている。経常的な
予算もないため、余人に代え難し
という言葉につられるお人よしが
睡眠時間を削って行うボランティ
ア活動に依存するケースも多く、
標準化活動に関わる機関と参加者
は減少している。さらに、個別の
国際委員会で日本の産業界の主張
４‐１
担当者の育成
国際標準の提案から成立まで、
通常5年程度かかる。責任を持っ
てこれに対応しWGや技術委員会
に対応するには、本省の担当官よ
りは、異動が少なく技術的議論に
も対応できる企業あるいは国の研
究機関の主席研究官以上が望まし
い。しかし、ここ数年の企業のリ
ストラで企業の研究所は削減さ
れ、議論の元になるデータが減る
とともに人材もいなくなりつつあ
る。また、かつて工業試験所を有
していた通商産業省の工業技術院
には、試験業務を担う人材の土壌
があったが、10年ほど前の再編に
4．国際標準化活動の課題
材料の国際標準化からみた国際戦略の現況と課題
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結果として直接の収入につながら
ない実験検討に割く余力が減少す
ることになる。たとえば、ユーロ
ラボで進められている認証標準物
質（CRM）の整備とそれを活用
した引張試験速度の影響調査実験
等は、我が国でも実験しておくこ
とがグローバル時代の鋼材輸出に
は必要と考えられるが、その事業
の推進母体が無い上に我が国の鋼
材にマッチしたCRM整備や共同
実験の予算が無い。
４‐３
大学の対応
VAMASでは、国ごとにコンタ
クトパーソンが指定され、国内の
関連研究者の取りまとめやラウン
ドロビンテストのアレンジが求め
られる。その分野の代表者である
大学の教官がこれを担当する場合
が多いが、これらの活動を行うた
めの活動費が別途に手当てされな
いため、結局その分野の国内の対
応ができないケースが見られる。
４‐４
省庁の対応
例えばVAMASの運営委員会に
おいて国としての科学技術政策や
標準化政策に基づく新しいTWA
提案が議論される際には、日本代
表の担当官としての発言が求めら
れている。この場で日本の主張を
展開することが日本の貢献でもあ
り、ここでの発言は、その後の技
術的な提案に大きく影響する。
４‐５
研究機関の対応
―物質・材料研究機構の例
独立行政法人　物質・材料研究
機構（以下、NIMS）の材料基盤
情報ステーションでは、以下の項
目を主要業務としている。
蘆材料データの取得と材料デー
タシートの作成
蘆プレスタンダード研究、国際
標準化研究
蘆材料データベースの整備と公開
クリープや疲労特性に関するデ
ータシートは、旧金属材料技術研
究所時代から30年以上にわたっ
て実施・出版し、国内約400機関、
海外200機関以上に配布され、欧
米の規格やデータベースに採用さ
れ設計基準にも反映されている。
今年から、腐食と宇宙関連材料デ
ータシートが加わり、構造物の10
年以上の耐腐食データの取得や、
国産宇宙ロケットの信頼性向上に
大きく貢献している。主要業務の
中にある、プレスタンダード研究、
標準化研究は、これまでの材料研
究およびVAMASとの強い連携と
リーダーシップの実績から、中期
計画に組み込まれたものである。
NIMSにおける研究者の評価は、
Paper, Patent, Productの３Pを柱
とし、データシートや標準化に関
わる活動もProductの一つとして
評価される。しかし、このような
具体的で地道な活動を評価する定
量的な目安がないことから、
NIMS外では評価が低いのが現実
である。
5．まとめ
今後の日本経済の市場の確保に
大きく影響する国際標準に関わる
動向を、先進材料の国際標準化活
動を中心に調査した。その要点は
次の３つに集約できる。
蘆「国際標準」の重要性と緊急
性は、関連省庁の担当部局に
おいては認識されているが、
対応する予算措置は個別的・
短期的であり、人材養成を含
む長期的取り組みが不足して
いる。
蘆国際標準化の対応は、原則と
して産業界がリードすべきも
のであるが、産業の分野ごと
に国際標準化の対応の緊急性
や必要性等の状況が異なる。
多くの場合、将来の国益を考
え、産業界がサポートしきれ
ないことは国が知的基盤戦略
としてこれまで以上に、省庁
を越えて積極的に支援する必
要がある。即ち、「標準」を
与えられるものではなく、十
分なリターンのある「投資」
と見なし、科学技術上の貢献
として適切に評価されるよう
産・学・官あげての意識改革
をすることと、国際標準化活
動の前線において新規提案や
発言力の増加に繋がるような
国の研究機関からの研究デー
タを増やすことである。
蘆今後より積極的に国際標準化活
動を推進するには、欧米との協
力関係に加えて、これに関わる
アジア各国との協力関係を拡大
することが有用である。
これらの課題に対処するための
方策のうち、現状の体制を活用す
ることにより実施できることとし
て、以下が挙げられる。
①独立行政法人等の中期計画へ
の記載
各省庁の国際標準に関わる
研究機関の中期計画に、国際
標準に関わる活動を位置づ
け、提案や議論の根拠となる
データの取得と委員会活動を
業務の一部と認定する。これ
により産業界と大学を含めた
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活動の活性化や後継者の育成
も期待できる。
②標準化活動の基盤の整備
提案・制定した国際標準へ
の寄与度またはその影響度を
評価する指針等を定め、仕事
を積極的に評価する。また、
関係機関において、国内外の
委員会活動、既存の研究の標
準への適用に関わる長期的経
常的な研究予算の確保を推奨
する。
③国際標準には、個別にまた単
発的に対応しているだけでは
有効な結果は期待できないた
め、国際標準に関わる状況に
ついて、関連省庁と産業界、
学会等が連携した国内対応委
員会を組織する。
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科学技術動向センターとは
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政策立
案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術分野の動
向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動向研究センター」
を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に示されたライフサイエ
ンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研
究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資する
資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1
「科学技術専門家ネットワーク」
による科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専
門調査員」に委嘱して（2002 年
度実績約 2800 人）、インターネッ
トを利用して科学技術動向に関す
る幅広い情報を収集・分析する体
制「科学技術専門家ネットワーク」
を運営しています。このネットワ
ークを通じ、専門調査員より国内
外の学術会合、学術雑誌などで発
表される研究成果、注目すべき動
向や今後の科学技術の方向性等に
関する意見等を広く収集いたします。
　これらの情報に、センターが独
自に行う調査・研究の結果を加え、
毎月1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科
学省を始めとした科学技術関係機
関等に配布いたします。なお、この
資料は http://www.nistep.go.jp
において公開します。
2
重要科学技術分野・領域の
動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重
点事項、具体的な研究開発課題等
を明確にすることを目的とし、重
要な科学技術分野・領域に関する
キーテクノロジー等を調査・分析
します。
　さらに、重要な科学技術分野・
領域ごとの科学技術水準を欧米先
進国と比較し、わが国の科学技術
がどのような位置にあるのかにつ
いての調査・分析も行います。
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技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期
的将来動向を総合的に把握するた
め、デルファイ法による技術予測
調査をほぼ 5年ごとに実施してい
ます。これは、今後 30年間の重
要技術を抽出して、重要技術の重
要性評価や実現予測時期を分析す
るものであり、センターは、多く
の専門家の協力により本調査を引
き続き実施いたします。
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